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◯松野委員 障がい者の就労支援と特別支援教育のあり方、アイランドシティのまちづく

りとアジア戦略、以上２点について質問する。まず初めに、障がい者の就労支援と特別支援

教育のあり方について尋ねる。21 年度の障がい者就労移行事業所の利用者数と就労実績は

どうなっているのか。 

△保健福祉局長 就労移行支援事業所の月平均の利用者数は 173 人、就労者数は 41 人とな

っている。 

◯松野委員 これまでも障がい者の就労については、多くの議員から質問されてきたが、障

がい者の就労の実態は、依然として厳しいものがある。21 年度の本市の障がい者就労支援

センターの決算額及び主な事業内容について尋ねる。また、これまで保健福祉局、教育委員

会などは、障がい者・障がい児の就労促進に向け、就労支援センターとの連携を密にすると

答弁しているが、どのように連携し、前年度と何が変わったのか尋ねる。 

△保健福祉局長 障がい者就労支援センターの 21 年度の決算額は１億 1,825 万円余であ

る。障がい者就労支援センターでは、ハローワークなどの関係機関や企業との連携を図りな

がら職場開拓を行うとともに、障がい者雇用に係る総合相談やジョブコーチによる人的支

援、雇用に関する情報提供、職場定着を促進するサタデーカフェなどの事業を行っている。

就労した障がい者数は、20 年度 126 人であったが、国の緊急雇用創出事業の活用などもあ

り、21 年度は 150 人が就労しているが、21 年度からは、就労支援を行っている事業所の職

員に対し、障がい者就労支援センターのジョブコーチが就労支援に関する技術的支援を行

う事業を実施している。また、保健福祉局では、教育委員会と連携を図り、特別支援学校生

徒も含めた障がい者インターンシップ事業を実施している。今後とも連携を密にしながら、

障がい者雇用に対する理解と雇用の促進に取り組んでいきたいと考えている。 

△教育長 就労支援センターとの連携については、教育委員会が主催する就職連絡会議に

おいて、就労支援センターの所長も委員として出席しており、その中で障がい者就労支援の

事例を紹介したり、特別支援学校の進路指導に関し専門的な立場から意見をいただいてい

る。さらに、21 年度は、就労支援センター所長を研修講座の講師として招聘し、特別支援

学校、特別支援学級の教職員に直接障がい者就労に向けて学校が取り組むべき事柄や就労

支援センターの就労支援の取り組みについて話しをしていただいた。 

◯松野委員 ことしの６月議会において、我が会派の議員からも障がい者施設製品の統一

ブランド化やブランドマーク化の提案がなされ、「ときめきプロジェクト 2010」において協

議するとの答弁があっていた。私は、先月、大分県内９法人 12 施設で構成された「チャレ

ンジ！おおいた福祉共同事業協議会」という福祉事業所が行っている障がい者施設の共同

受注支援事業を視察してきた。20 年度の大分国体に出場した選手へのお土産、記念品とし

て共同でクッキーを製作するために協議会が結成されたということであった。現在、大分県

では 21～23 年度まで国が行っている緊急雇用創出事業基金を活用して、県庁舎１階ロビー



に「けんちょうのパン屋さん」という店舗を開設して、加盟施設が共同制作したパン、クッ

キー、せんべいなどを販売し、大変好評を博しており、障がい者の皆さんも生き生きと働い

ていた。同時に、県と同協議会は現在防災関連の備蓄用クッキーの企画、開発に取り組んで

おり、製品のめどが立ち次第、県が先頭に立って県下の市町村や官公庁の優先発注に取り組

み、販路の拡大とともに工賃アップを目指しているということであった。この秋に本市で開

催される「ときめきプロジェクト 2010」においても、優秀と認められた製品をバックアッ

プすることで全体の底上げを図る予定だと聞いている。障がい者施設製品の売り上げの成

否に行政の支援が欠かせないことは当然であるが、一方で施設の運営者側の経営感覚も大

変重要であると日ごろから感じている。障がい者施設製品、各施設が他者との差別化を図る

と同時に、施設同士が横の連携を強化して、それぞれが商品の企画販売においてスキルアッ

プを図り、統一ブランドにより売り上げを拡大させ、工賃の向上を図ることも大事であると

感じた。今後、本市においても、共同事業の支援などにより施設のスキルアップを図り、ま

た、統一ブランド化により売り上げをふやし、工賃のアップを推進すべきと思うがどうか。 

△保健福祉局長 「ときめきプロジェクト 2010」は、社会で活躍する障がい者や魅力的な

障がい者施設の商品について広く市民に周知し、障がい者の就労を支援していくために実

施している。今年度は、障がい者施設の商品コンクール「ときめきセレクション」の実施や、

その入賞商品のＰＲイベント「ときめきＣＩＴＹふくおか」の開催などを進めているところ

である。また、経済振興局の事業として、障がい者施設へのアドバイザー派遣、ビジネス商

談会の開催なども計画しており、一体となって障がい者施設の支援を進めていく。今後の取

り組みについては、現在、障がい者施設関係者のほか民間事業者や学識経験者などで構成す

る「ときめきＣＩＴＹふくおか」実行委員会において検討を進めているところである。今後

実施していく具体的な事業内容については、提案いただいた趣旨を踏まえ、実行委員会でも

議論いただきながら、効果的な販売促進策について検討を行い、障がい者施設の商品の売り

上げ増を図っていきたいと考えている。 

◯松野委員 経済振興局が行っている商店街空き店舗等活用事業の概要を尋ねる。 

△経済振興局長 商店街、ＮＰＯや社会福祉法人といった公益活動団体、学校などが商店街

の空き店舗を継続的に賃借し、集客施設や活動拠点などとして有効活用を図り、商店街のに

ぎわいに寄与すると認められる場合に、これらの出店者に対して賃借料、改装費の一部を助

成する制度である。 

◯松野委員 そのうち障がい者施設製品関連店舗の現状を尋ねる。 

△経済振興局長 22 年度に商店街空き店舗等活用事業を活用してＮＰＯ団体が箱崎商店街

内に出店している「箱崎翔店」は、障がい者の就労施設としてプリンの製造販売を行ってい

る。このＮＰＯ団体は、商店街に加入し、ともに可能な協力と連携の関係を築いている。ま

た、店舗の一部を地域の交流の場として開放し、障がい者の自立、就労などの啓発につなが

ることを目指している。なお、製造している「ひだまりのぷりん」は、「ときめきセレクシ

ョン 2010」に出品しており、口コミを中心に地域での人気も高まっていると聞いている。 



◯松野委員 大変すばらしい取り組みだと思う。今後、障がい者の皆さんと地域の輪が広が

り、さらなる好循環を生むような成果につなげていただきたいと思っている。そのためにも、

経済振興局においては、空き店舗等活用事業で多くの障がい者と地域住民との交流の場が

確保できるよう制度の柔軟な運用を図るとともに、保健福祉局において取り組んでいると

きめきプロジェクトにおいても、障がい者施設商品の販売、ＰＲの場として空き店舗活用事

業を広く活用してもらいたいと考えている。今、地域にとって大変重要で、かつ、重い課題

である高齢者の孤立や子育てにまつわる事件、あるいは長期にわたるひきこもりなど、地域

関係者や民生委員の負担は大変大きく、以前から我が会派も対策の強化を訴えている。将来

的には、商店街支援策と障がい者支援策、高齢者支援策をタイアップさせ、地域の交流拠点

や地域住民の居場所づくりにつなげるために、今後全庁的な取り組みに広げることを強く

要望しておく。今年度の就職採用は前年度以上に厳しい状況だと聞いているが、21 年度の

高卒者の就職状況はどうなっているのか。 

△教育長 平成 22 年３月に高校を卒業した生徒の就職率は、市立高校では 96.0％となって

いる。なお、福岡県全体では 93.2％、全国で 91.6％となっている。 

◯松野委員 景気回復にはまだ遠く、企業の厳しい財務状況から考えても、社会的には一定

の訓練期間が必要である高卒者は特に就職を勝ち取ることは厳しく、障がい者ではなおの

ことである。本市の特別支援学級に在籍する生徒の卒業後の進路について、過去３年間の進

学者数及び就職者数とそれぞれの全体に対する割合、21 年度の進学先を尋ねる。 

△教育長 特別支援学級卒業後の進路については、19 年度は、卒業生 94 人のうち、進学が

91 人で割合は 97％、就職は１人で割合は１％となっている。20 年度は、卒業生 83 人のう

ち、進学は 81 人で割合は 98％、就職は１人で割合は１％、21 年度は、卒業生 114 人のう

ち進学が 112 人で割合は 98％、就職が１人で割合は１％となっている。また、21 年度の進

学先は、市立特別支援学校高等部が 71 人、県立・県外の特別支援学校が 15 人、県立高校

１人、私立高校 20 人、通信制高校４人、高等専修学校１人という状況であり、ほとんどの

生徒が高等学校、特別支援学校高等部へ進学している。 

◯松野委員 博多高等学園卒業生の過去３年間の卒業後の進路と就職定着率について尋ね

る。 

△教育長 博多高等学園の卒業生の進路は、19 年度は、卒業生 29 人のうち就職 25 人、授

産施設１人、就労移行支援事業１人、自立訓練１人、未定１人となっている。20 年度は、

卒業生 29 人のうち就職 24 人、就労移行支援事業２人、未定３人となっている。21 年度は、

卒業生 28 人のうち就職 22 人、就労移行支援事業５人、未定１人となっている。平成 22 年

９月段階の就労継続者は、19 年度卒業生では、就職者 25 人中 23 人が継続で、定着率は

92％、20 年度卒業生では、就職者 24 人中 22 人が継続で、定着率は 92％、21 年度卒業生

では、就職者 22 人全員が継続している。 

◯松野委員 博多高等学園を卒業した障がい者のうち、一たん就職して、その後短期間で離

職した者のその後の進路については、実態調査しているのか。 



△教育長 学校において青年学級の場で本人からその後の状況を聞き取ったり、保護者と

連絡をとったりすることで実態の把握に努めている。 

◯松野委員 障がい者への支援策強化のためにも、教員の意識と技能の向上が必要だと思

うが、障がい者施設と学校教員との交流や研修事業は行われているのか。 

△教育長 各特別支援学校では、長期休業中の職員の研修として障がい者施設で体験研修

を行っている。また、進路研修の一環として障がい者施設より講師を招聘して研修会を開催

している。さらに、高等部生徒の職場実習の際に、指導支援の方法を施設の職員から学んで

いる。このような交流、研修事業などを通して、各特別支援学校においては児童生徒の自立

のための指導や支援の向上に生かすようにしている。 

◯松野委員 21 年度の「高等学校における発達障害支援モデル事業」について、県下の指

定校では、どのような取り組みや報告がなされているのか。また、本市の見解はどうか。 

△教育長 21 年度は西日本短期大学附属高校が文部科学省の「高等学校における発達障害

支援モデル事業」の指定を受け、22 年度までの２年間実施している。これまで発達障がい

のある生徒に対する支援のあり方、特に通常クラスと発達支援クラスの連携についての研

究、個に配慮した教育課程、指導内容、方法についての研究などが行われており、先進的な

取り組みであるという認識を持っている。 

◯松野委員 健常者の高校生でも就職が厳しい時代に、障がい者の就職や雇用のマッチン

グの厳しさは言うまでもない。特に義務教育を終えた途端に何の支援もなく社会の現実と

向き合わざるを得ない障がい者の置かれた環境を考えると、もう少し本市の支援のもとで

療育や社会訓練を受ける期間が必要だと思われる。本年行われた文科省所管の「特別支援教

育の推進に関する調査研究協力者会議」では、高等学校における特別支援教育に関し、キャ

リア教育、就労支援への体制と支援の強化についてどのような意見が出されているのか。 

△教育長 文部科学省が特別支援教育のさらなる充実を図るため設置した「特別支援教育

に関する調査研究協力者会議」では、高校においてはとりわけ発達障がいのある生徒への指

導支援が課題であるとされており、個々の障がいの状況に応じたきめ細かい指導支援のも

とで、適切なキャリア教育、職業教育を行うことが重要であること、特別支援学校のセンタ

ー的機能を活用し就労の支援を行うこと、地元経済団体や商工会議所などと教育委員会が

連携調整を行うこと、あわせて卒業後も一定期間、就労に向けた支援を継続する仕組みを検

討すべきなどの意見が出されている。 

◯松野委員 障がい者は、いずれの障がいであっても、将来の選択肢は非常に狭く、特に進

学については、卒業後の就職先の選択が難しいために、何を学ぶかという点で特に厳しい実

態がある。普通高校へ進学できない生徒は、公立では博多高等学園、あるいは特別支援学校

高等部に限られており、普通高校についても、一部の高校を除く私学では発達障がい者は療

育を受ける機会はほとんど失われてしまう。その意味において、公立高校への進学の機会を

ふやすため、本市の市立高校において特別支援学級を開設し、本市の関与を強化すべきと願

っている。そのためには受験に関する一定の配慮も必要であると思うが、「特別支援教育に



関する調査研究協力者会議」において指摘された内容はどのようなものか。 

△教育長 「特別支援教育に関する調査研究協力者会議」においては、発達障がいのある生

徒に関し、高等学校入学試験における配慮や支援、教育課程の弾力的な編成や障がいの特性

に応じた教科指導の配慮や工夫、多様な評価方法やテストにおける配慮などを行うこと、さ

らには、校内挙げての支援体制の整備などが指摘されている。 

◯松野委員 高等学校における特別支援教育について、国の動向や他都市の状況はどうな

っているのか。 

△教育長 国においては、教育課程の編成等についての実践研究、成果普及や高校における

発達障がいのある生徒への支援体制の強化を進めている。また、西日本短期大学附属高校の

ように文部科学省のモデル校指定を受け、発達障がいのある生徒への具体的な支援のあり

方についての実践的な研究を行っている高校が全国に 25 校ある。そのほか、大阪府では、

ノーマライゼーションの理念のもと、高校に知的障がいのある生徒が進学できるコースを

設けたり、特別支援学校の分教室を高校に設置するなどの取り組みを行っている例がある。 

◯松野委員 先日、本市に居住する障がいが重複する子どもの保護者からとても切実な相

談があり、懇談する機会があった。その子どもは、中学校でいじめに遭ってから不登校にな

り、高校進学のきっかけをなくし、その後一定の期間を経て通信教育制の高校に進学し、現

在単位取得に励んでいる。卒業後は本人は進学を希望しているが、義務教育も修了し、通信

制の高校となった今、卒業後の進路について身近に相談できる先生や専門家もいない。パソ

コンなどの職業的技術も持たず、体力面でも厳しく、置かれている環境は大変厳しい、孤立

無援の状態である。同じ境遇の生徒たちが社会に巣立つまで、できるだけ長くさまざまな市

の支援が必要であり、博多高等学園の卒業生の就職率と定着率の高さから考えても、高等学

校３年間の指導、療育が障がい者のその後の人生に与える影響の大きさは明白である。その

意味からも、本市の市立高校に特別支援学級を開設することについて教育長の決意を伺う。 

△教育長 市立高校のあり方については、第２次福岡市立高等学校活性化検討委員会にお

いて現在検討を行っている。高校における発達障がいのある生徒の受け入れ、支援について

は、全国的にも重要な課題であると認識しており、本市においても、特別支援学級も含め高

校での特別支援教育のあり方について、国や他都市の動向を見守りながら調査検討してい

く。 

◯松野委員 次に、アイランドシティのまちづくりとアジア戦略について尋ねる。本市の人

口は従来の予測を超える速さでふえており、今後しばらくは増加傾向にあることから、若年

人口は今後も増加すると思う。近い将来、本市の人口は神戸市を上回るとの予想もある。そ

のような中、本市で働き、生活する市民にとって、本市のアイランドシティ事業が近い将来

どうなるのか、新しい産業が生まれるのか、だれもが興味を持ち注目しているところだと思

う。特にアジアと本市を結ぶ経済戦略に今後アイランドシティがどのような役割を果たす

のかという観点から質問していく。まず、21 年度のアイランドシティまちづくりエリアに

おける港湾局関連の決算額及び事業内容について尋ねる。 



△港湾局長 アイランドシティの博多港開発(株)工区のまちづくりに関連する決算は、基盤

整備として、まちづくりの骨格となる都市計画道路の用地取得及び舗装工事に約６億 9,300

万円、道路整備への補助に約 3,100 万円、合計約７億 2,400 万円を執行している。また、市

５工区も含めたまちづくりに係る経費として、約 3,200 万円を執行している。具体的には、

ふくおか健康未来都市構想の推進や知識創造型産業などの新産業分野を初めとする国内外

企業の誘致活動を進めるとともに、市５工区を中心に、国内トップレベルの低炭素型都市を

目指すため、そのモデルとなるＣＯ２ゼロ街区を設定するなど、先進的なまちづくりに向け

た取り組みを推進しているところである。 

◯松野委員 まちづくりエリアの土地分譲について、全体計画から見た 21 年度の達成率は

どうなっているのか。 

△港湾局長 まちづくりエリアのうち博多港開発(株)工区の土地分譲について、21 年度の

実績としては、同社は住宅用地、産業用地及び道路用地等、合計で約 2.3ha を分譲した。ま

た、同社が土地分譲を開始した 13 年度から 21 年度までの累計では約 61.6ha を分譲してお

り、計画上の分譲面積約 80ha に対し、約 77％まで進捗している。 

◯松野委員 アイランドシティのまちづくりは、世界的な不況を背景に、遅々として進んで

いないような印象を受けているが、市長が言うように真に市民の財産にするためには、今後

どのような具体的な方策を検討しているのかを尋ねていく。まず、アイランドシティでは、

最先端医療、福祉のまちづくりが行われてきたが、ふくおか健康未来都市構想について、21

年度までの推移及び進捗状況はどうなっているのか。 

△港湾局長 ふくおか健康未来都市構想は、アイランドシティをフィールドに、生涯を通し

てだれもが健康で生き生きと暮らすことができるモデル的なまちづくりを進めるため、健

康で快適な居住環境の形成と健康・医療・福祉分野の研究開発ビジネス拠点の形成を図るも

のである。進捗状況については、平成 21 年５月には構想実現の中核となる整形外科病院が

開院し、平成 22 年 10 月１日には特別養護老人ホームが開設されている。また、アイラン

ドシティを拠点に活動しているＮＰＯ法人などと連携し、海外からの高齢者関連施設等へ

の視察受け入れを行うなど、アジア高齢社会プラットフォーム構想を推進する取り組みも

進めている。 

◯松野委員 アジア高齢社会プラットフォーム構想とはどのようなものか。 

△港湾局長 平成 17 年に九州大学アジア総合政策センターより政策提言を受けたことをき

っかけに、高齢化に関する産学公連携の複合的な機能をアイランドシティに導入しようと

するものである。具体的には、高齢化が最も早く進む我が国の高齢化に関する知識やノウハ

ウを活用して、今後アジア諸国でも進む高齢化問題の解決に向け、知的・人的交流拠点、人

材育成拠点、産業育成拠点などの形成に取り組んでいくこととしている。 

◯松野委員 ふくおか健康未来都市構想とアジア高齢社会プラットフォーム構想の違いは

何か。 

△港湾局長 ふくおか健康未来都市構想は、子どもから高齢者まで、生涯を通してだれもが



健康で生き生きと暮らすことができるまちづくりを進めるための構想である。この構想の

中で特に高齢者に特化した取り組みを行うのがアジア高齢社会プラットフォーム構想であ

る。 

◯松野委員 どちらの構想も現状からは格段進捗しているように見えない。このままいく

と両構想が共倒れするのではないかと危惧するが、所見を伺う。 

△港湾局長 アイランドシティにおいては、既に整形外科病院や特別養護老人ホームが開

設されており、また、現在、高齢者専用賃貸住宅などの高齢者住宅事業やそのほかの機能の

導入についても、関心のある事業者と協議を進めているところである。また、今後、本市の

新病院が整備されると、一層の機能の集積が図られると考えている。さらに、アイランドシ

ティに立地するＮＰＯ法人や医療法人、社会福祉法人などと協力・連携して「アイランドシ

ティ生涯すこやかタウン協議会」を設立するなど、両構想の実現に向けて一層の取り組みを

進めているところである。 

◯松野委員 港湾局では先日、「アイランドシティ生涯すこやかタウン協議会」の設立を記

者発表した。今後、アイランドシティを単なる企業誘致や分譲地として終わらせるのではな

く、アジアの高齢化を見据えた戦略拠点としての機能を持たせるためには、アジア高齢社会

プラットフォーム構想を大きな柱として、民間と力を合わせて強力に事業推進すべきと考

える。「アイランドシティ生涯すこやかタウン協議会」の構成団体に、ＮＰＯ法人アジアン・

エイジング・ビジネスセンター（ＡＡＢＣ）があるが、この団体の設立目的と事業内容につ

いて尋ねる。 

△港湾局長 「アイランドシティ生涯すこやかタウン協議会」は、アジア高齢社会プラット

フォーム構想を実現するため、既に立地している事業者及び構想の推進に関心を持ってい

る事業者等を構成員として、平成 22 年９月 27 日に設立されたものである。この協議会の

事業内容は、会員団体が協力・連携して実施する高齢化に関する調査研究や共同事業、広報

活動などである。この協議会の活動により、事業者単独では困難な課題にも取り組むことが

でき、地域とも連携して、まちの機能や魅力を高めることが期待されている。一方、同協議

会の事務局を務めているＮＰＯ法人アジアン・エイジング・ビジネスセンター（ＡＡＢＣ）

については、高齢化問題を専門とする学識経験者や高齢者関連団体の代表者などにより構

成され、平成 20 年に設立されている。同法人の設立目的は、産学公が連携し、アジアの国々

が共通して取り組まなければならない高齢化問題の解決に寄与することとされ、その目的

のため調査研究や国際会議の開催、海外視察研修派遣受入などに取り組んでいる。 

◯松野委員 ＡＡＢＣは、高齢社会に関するエキスパート集団である。国内外においてさま

ざまなイベントの開催や高度な調査研究事業を通じて、今後急速に高齢化するアジア地域

の課題をにらんで、高齢化に関する情報発信を行っている。また、ＡＡＢＣは、福岡で生ま

れた国際会議「アジア太平洋アクティブエイジング会議」（ＡＣＡＰ）の事務局として、韓

国やハワイのパートナー団体とともに各地で会議を開催し、どちらかというと国内より海

外で高い評価を得ている。インドネシア国立大学では、アジアの高齢者問題に関する研究機



関として、東京の国立大学、有名私大とともにＡＡＢＣをリストアップしているほどである。

本年 10 月に本市で開催される健康未来都市国際シンポジウム「アジア太平洋アクティブエ

イジング会議 2010」においては、高齢者問題の世界的権威である国連国際高齢化研究セン

ター所長のジョセフ・トロイシ教授本人から基調講演を行いたいとの申し入れもあったと

聞いている。それほど人材、ノウハウ、人脈ともにアジアの高齢者問題に精通するＡＡＢＣ

を本市の財産として大いに活用しない手はない。本市のＡＡＢＣへの認識を伺うとともに、

ＡＡＢＣの人材、知的財産など数多くの蓄積について今後どのように活用する考えなのか。 

△港湾局長 ＡＡＢＣについては、高齢化問題に関するノウハウとネットワークを有して

いる専門組織であり、アイランドシティがアジアの高齢化対応のモデル都市となるよう、先

進的なまちづくりを推進する主体となるものであると認識している。本市としては、ＡＡＢ

Ｃが持つノウハウとネットワークを最大限に生かしながら、アイランドシティにおけるア

ジア高齢社会プラットフォーム構想の実現に向け、同法人と共働で取り組んでいきたいと

考えている。 

◯松野委員 アジアの共通課題である高齢化という問題について、アジア諸国から日本の

介護事業の研修や介護施設の視察の受け入れ、あるいはフィリピン、インドネシアから看護

師・介護士を受け入れるＥＰＡ（経済連携協定）も盛んになりつつある。今後、アイランド

シティにおいてアジアとの連携、貢献を念頭に置いた研究や事業展開も検討すべきと思う

がどうか。 

△港湾局長 本市は、これまでＡＡＢＣと連携し、国際シンポジウムや海外からの高齢者施

設等への視察・研修受け入れなどを実施しており、アジアに貢献する取り組みを行ってきて

いる。実際に、ＡＡＢＣによると、海外エイジング視察コーディネート事業として、21 年

度に 23 組 326 人を受け入れている。今後はさらに、アジアに向けた介護福祉人材の養成や

エイジングビジネスの研究開発拠点の形成などを図るための取り組みを進め、アイランド

シティにおける機能の充実を図っていきたいと考えている。 

◯松野委員 先日、アイランドシティに高齢者関連施設がオープンした。また、これに先立

ち平成 21 年５月には杉岡記念病院が開院し、海外からの研修医受け入れなども行っている

そうだが、両施設はアイランドシティにおける未来都市構想づくりにおいてどのような役

割を担っているのか、現状と今後の方向性について尋ねる。 

△港湾局長 アイランドシティに立地している整形外科病院は、高齢者に多い関節の疾病

に対する高度な医療を提供するとともに、地域医療や疾病予防に向けた取り組みを行って

いる。また、国際交流やアジアへの貢献を目的として海外の医師の研修受け入れも行ってお

り、将来はその内容の高度化や充実を図りたいとの意向も持っている。また、特別養護老人

ホームは、周辺の海辺や緑に恵まれた環境を生かし、高齢者が心安らぎ暮らせる施設になる

ものと期待される。両施設はふくおか健康未来都市構想における中核となる機能を担って

いくものであり、今後ほかの施設の立地を図っていく中で、これらの施設との協力連携によ

る相乗効果を期待している。 



◯松野委員 ふくおか健康未来都市構想をより具体的なものにするためにも、今後、国に対

してアイランドシティにおける事業に関連した特区申請を行うべきではないか。 

△港湾局長 国が新成長戦略に基づき新たに実施する総合特区制度の提案募集に対し、ふ

くおか健康未来都市構想の実現に向けて、アジアを初めとする海外の人材が日本で看護や

介護の技術やノウハウを収得しやすくなるよう、また、海外から診療目的による入国が容易

となるよう、在留資格や入国査証の要件緩和などの提案を行っているところである。来年度

の特区申請に向け、これらの提案が実現できるよう、国と協議を進めていく。 

◯松野委員 全国の自治体では、職員から事務改善やサービス向上、政策提案などを広く募

り、現実の政策に反映する事業提案を行っているが、19～21 年度の３年間に本市で行われ

た事業提案制度について、決算額、募集内容、応募件数、提案内容、主な実施事例、事業効

果はどうなっているのか。 

△総務企画局長 事務改善に関する職員提案制度については、決算額は、19 年度 36 万 5,000

円、20 年度はゼロ、21 年度４万 2,000 円である。募集内容については、事務改善に関する

提案で、市民サービスの向上、事務の効率化、経費削減または収入増加が期待できるものな

どである。応募件数は、19 年度 36 件、20 年度 28 件、21 年度 20 件である。提案内容及び

主な実施事例については、税務証明の休日交付、本市が所有する知的財産について特許を取

得する仕組みづくり、契約用図面のＡ３サイズへの縮小化、夏休みに職員の子どもが職場を

見学するこども参観日の実施などがある。事業効果については、市民サービスの向上、事務

の効率化に加え、職員の改革意識を引き出すことに寄与しているものと考えている。 

◯松野委員 本市の場合は主に事業改善について募集しているようだが、他都市では、事業

の改善だけではなく、政策・施策の立案、研究も募っている例や、ほかに高額報奨や人事評

価に反映させるなど独自の顕彰制度などの取り組みも多々ある。京都市では、平成 21 年の

職員からの提案数は 1,074 件あり、そのうち採用数は 142 件と全体の１割以上が実施され

ている。事業提案に対する外部評価でも、「提案数は平成 19 年から大幅に増加し、職員の意

識向上については一定の成果を上げている。今後も一層の職員の意欲向上を目指し、取り組

みを進めていくべき」とされ、職員のモチベーションの向上に大いに寄与している。本市に

おいても、今後同制度を拡充すべきだと思う。本市のアイランドシティ事業は既に全庁的な

取り組みを行っているが、今後、アイランドシティ事業に特化して職員から幅広く事業や施

策のアイデアを募ってみてはどうか。財政が厳しい時代だからこそ、全職員の知恵を結集す

べきと思うが、所見を伺う。 

△港湾局長 アイランドシティ整備事業は、本市の成長戦略の一つであり、全庁挙げて取り

組んでいくべき課題と認識している。事業の推進については、市長を本部長とし、関係局長

をメンバーとしたアイランドシティ整備事業推進本部会議において、適宜、事業の進捗状況

や課題の協議を行っている。また、関係部署間での協議や職員研修の時期を活用した現地で

の事業説明など、全庁的な連携を図りながら進めている。昨今の厳しい事業環境にあって、

時代のニーズにこたえつつ将来を見据えた施策をアイランドシティにおいて先導的に展開



していく上で、全職員の知恵を結集すべきとの意見は重要な指摘であると認識している。指

摘いただいた内容も踏まえ、今後とも全庁挙げて本市の成長戦略である本事業を推進して

いきたいと考えている。 

◯松野委員 次に、本市のアジア戦略について尋ねる。今、全国の自治体が将来の成長戦略

において特にアジア地域との連携を模索している。現在、国が進めている観光立国に向けた

ツーリズム事業に沿って、21 年度に本市が行った観光戦略の事業内容はどのようなものか。 

△経済振興局長 本市における観光戦略については、20 年度に民と官で「福岡にぎわいの

まちづくり戦略 2011」を策定し、その中でアジアからの集客拡大を柱の一つに位置づけて

おり、外国人来訪 100 万人、本市全体での年間観光消費額 4,000 億円を目標に事業を展開

している。国では、観光立国推進基本計画において、地域に密着した体験交流型のニューツ

ーリズムを推進しており、本市においても集客戦略の一つとして 21 年度から福岡ならでは

の体験型観光商品「福たび」の開発支援に取り組んでいる。21 年度は、食やまち文化体験、

歴史・自然紹介などのテーマで 49 プログラムを延べ 105 回実施し、1,182 人の参加があっ

た。 

◯松野委員 本市におけるアジアを対象とした観光プロモーション事業の内容と具体的成

果について尋ねる。 

△経済振興局長 アジアへのプロモーションについては、釜山広域市との共同プロジェク

ト「釜山・福岡アジアゲートウェイ 2011」などの中で取り組んでいる。中国に対しては、

北京、上海、大連等における観光説明会、上海でのクルーズコンベンションへの出展や船会

社へのプロモーション、また、中国の大手旅行業者やマスコミを招請するツアーなども実施

している。韓国に対しては、ソウルにおいて市長によるトッププロモーションを実施すると

ともに、釜山国際観光展でのＰＲ等を行っている。このほか、九州観光推進機構と連携して、

シンガポールでの修学旅行誘致セミナー等も行っている。成果としては、世界不況等により

平成 20 年以降減少していた外国人観光客が、平成 22 年上半期にはピークであった平成 19

年の水準に戻ってきており、また、海外のマスコミに福岡、九州が取り上げられる機会もふ

えている。さらに、中国発着のクルーズ客船の来航回数も平成 21 年の 24 回から平成 22 年

は 60 回を超えるなど大幅に増加し、その経済波及効果は約 29 億円と試算されている。 

◯松野委員 アジアからの観光集客に向けたハード・ソフト両面の基盤整備の現状及び今

後の課題はどうなっているのか。 

△経済振興局長 観光振興のための基盤整備については、ハード面においては、国内外から

の観光客への利便性の向上やおもてなしの観点から、観光案内所の再整備や多言語に対応

した観光案内板の整備を進めている。また、港湾局でも、博多港国際ターミナルにおいて交

通広場の拡張や博多らしさを演出した内装改修等の整備を行っている。ソフト面では、観光

案内所における外国語対応者の拡充、観光情報ウェブサイト「よかなび」の外国語コンテン

ツや多言語のガイドブック、マップの充実、通訳ボランティア「ウェルカムサポーター」に

よる通訳支援などを進めている。今後の課題については、観光地や商業施設における多言語



による案内機能を強化していく必要があると考えている。今後とも外国からの観光客に福

岡のまちを快適に楽しんでいただけるよう努力していく。 

◯松野委員 各種プロモーション活動を推進しているが、本市の観光の魅力向上への取り

組み状況はどうなっているのか。 

△経済振興局長 平成 23 年３月には九州新幹線が全線開業となり、九州域内のみならず、

西日本やアジアからの交流人口の増加が期待されている。これを好機ととらえ、豊かな歴史、

伝統文化、自然、食など福岡ならではの魅力を提供する体験型観光商品「福たび」の充実を

図るとともに、博多部の歴史ある寺社仏閣を魅力的に紹介する「御供所・冷泉ライトアップ

ウォーク」などを実施している。さらに、平成 23 年春には「博多町屋」ふるさと館の近隣

に「はかた伝統工芸館」も開館する予定となっている。今後とも、福岡の伝統文化等を活用

しながら、福岡・博多のさらなる魅力向上に努めていく。 

◯松野委員 例えば、外国人観光客が市役所前で観光バスを乗降する際にスタンプラリー

のように捺印してもらい、スタンプがたまったら市からオリジナルの缶バッジや携帯スト

ラップなどの記念品を贈呈するなど、お金をかけないで行う集客対策もあると思うので、ぜ

ひ検討していただきたい。アイデア次第では話題づくりにつながるかもしれない。今、各都

市は、水道、スポーツ、医療などそれぞれの分野でビジネスモデルづくりを進めている。東

京、大阪、川崎、神戸、北九州市においては、いち早く環境の分野に着目し、その分野では

本市を一歩も二歩もリードしている感がある。また、10 月１日付の西日本新聞では、北九

州市がカンボジアで水道事業の本格的なビジネスモデルづくりの実証実験を始めると報道

されていた。これから新たな雇用の創出や生き残りをかけた都市間競争が激化する中、本市

がどの分野で成長を図り、アジアと連携を強化し、雇用を創出するかという、的を絞った戦

略が極めて重要だと思う。中国やネクストイレブンに代表されるような経済新興国を抱え

成長が期待されるアジアは、同時に、急速に高齢化するという厳しい現実も抱えている。こ

こ数年、アジアからの日本の介護事業の視察数が相当数に上ることから考えても、世界に例

を見ない速さで高齢化が進展した日本のノウハウは、アジア各国にとって大いに参考にな

ると思われる。高齢社会プラットフォーム構想にあるように、高齢社会をキーワードとして

本市をアジアにおける高齢社会問題の中心拠点として積極的にアイランドシティにおける

機能性の確立を図るべきではないか。例えば海外から研修医の受け入れ、ＥＰＡの受け入れ

者の研修事業、アジアからの介護施設研修視察の調整、本市からアジアへ進出する介護事業

者への情報提供などを行う中心センターや高齢者問題研修センター等を設置し、ＡＡＢＣ

が中心となってビジネスモデル事業を展開する中で、民間企業と関係を強化し、アジアから

人、物、情報、企業を集積させ、その果実として本市の雇用創出や税収増を図るべきではな

いか。先日、本市在住の研究者と懇談した折に、ある上海市の関係者との意見交換の際に、

「中国も高齢化に対する問題意識は高く、既に北欧や欧米型福祉の研究もしているが、中国

が目指すべきは日本型の福祉である」と言われたという逸話を紹介してくれた。例えば高齢

問題の拠点都市として、福祉や高齢問題に関する研究会、研修会をアイランドシティで開催



し、各国から参加者に宿泊してもらい、終了後は長崎や大分で温泉に入り、帰りにまた本市

でお土産を買って帰っていただくような観光集客を行えば、九州ツーリズムにも本市が貢

献できるのではないかと思っている。今、経済や外交の停滞による閉塞感が本市や日本を覆

っている。若い世代も就職難などの現実に直面し、将来の夢さえ語れなくなっているように

感じる。本市も財政難により将来構想や未来への投資環境は十分ではないが、戦略的投資抜

きでは本市の将来もしぼんでしまう。資金が十分でなくとも、人や知恵を総動員して実現し

なければならないのが新しい産業と雇用の創出である。他都市を調査して感じることは、地

方都市は若年人口が減り、産業も非常に厳しく、それこそ「どげんかせんといかん」と民と

官が一緒になって地元経済の振興のために汗をかき、必死に知恵を絞っている。財政難によ

り少なくとも本市職員の気持ちが萎縮してしまわないように願っている。アイランドシテ

ィは、健康未来都市構想だけではなく、もともと学術研究都市という位置づけもあったはず

である。韓国では 2008 年に李明博大統領が、４兆ウォンをかけて、すべての高校生が英語

を話せるような教育を目指して整備している施設がある。既に 11 カ所程度整備しているそ

うだが、そのうち最近オープンした施設が釜山のグローバルビレッジである。これは韓国で

も初めての都市型と言われるような施設であり、言ってみれば天神の真ん中にあるような

施設であるが、施設内に飛行機の機内やホテルのロビー、ショッピングセンターのレジなど

のブースが実際につくってあり、そこにそれぞれ先生がいて、ここで子どもたちが生きた英

語を学ぶというようなシステムであり、小中学校の英語教育のカリキュラムに既に組み込

まれている。長期休暇中には海外から研修旅行を募って、高いお金を取って研修しているが、

自国の子どもたちはほぼ無料で利用できるようになっている。韓国では年間に塾などの教

育費が１兆 7,000 億円程度かかっていると言われているが、外国で語学を勉強したり、研修

を行ったりするような疑似体験を国内で行えるということで、教育費を軽減でき、経済的な

英語力の格差をなくすための留学疑似体験ができるような施設となっている。海外からの

視察は非常に厳しくてなかなか受け入れてくれないが、それぐらい外国を意識しながら、国

の将来に資する英語教育を進めている。本来のアイランドシティの学術研究都市という観

点からも、このような取り組みをぜひ本市でも研究していただきたいと思っている。人と知

恵が集まるところに活気が生まれ、企業も集まる。これから本市のポテンシャルを最大限に

発掘し、生かすためにも、今こそあらゆる力を集めるべき時ではないか。最後にこの質問に

関する市長の所見を求め、私の質問を終わる。 

△市長 アイランドシティについては、リーマンショックにより、なかなか厳しい局面が続

いているが、何としてもやり遂げて、市民の財産にしなければならないという気持ちで取り

組んでいる。急速な高齢化を迎えるアジアを対象とした取り組みについては、ふくおか健康

未来都市構想の中で、ＡＡＢＣを中心に高齢化への対応について盛んに調査研究が行われ、

国際会議も多く開催されており、その分野では高い評価も得ている。さらにその機能を強化

するために、国際戦略の中で国の総合特区制度も活用し、アイランドシティにおいて特区制

度を認めてもらえるよう強力に働きかけていきたいと考えている。釜山のグローバルビレ



ッジは、私も見学したが、大きな学校の中に施設が何十もあって、多くの学生が施設を循環

して生きた英語を学べるようになっており、英語そのものに対する国策の違いのようなも

のを感じた。これは英語教育の例だが、介護や福祉などの分野でも先進的な施設がアイラン

ドシティにできるような研究も行って、その実現に向けて取り組んでいきたい。 

 


